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公共建築物木造・木質化推進事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、地域の間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地場産業の再

生を図り本県の林業・木材産業等の振興に資するため、公共建築物木造・木質化推進事

業に要する経費について、予算の範囲内において事業実施主体に補助金を交付するもの

とし、その交付に関しては、奈良県補助金等交付規則（平成８年６月奈良県規則第８号。

以下「規則」という。）、林業成長産業化総合対策実施要綱（平成３０年３月３０日２

９林政政第８９２号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）及び林業

・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領（平成３０年３月３０日２９林政経第３

４９号林野庁長官通知）。以下、「実施要領」という。）に定めるほか、この要綱の定

めるところによる。 

 

（補助事業者） 

第２条 補助金の交付を受けることのできる補助事業者は、別表１の事業実施主体とする。 

 

（補助対象経費等） 

第３条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及びこれに対

する補助率は別表１のとおりとし、補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た金

額（千円未満の端数が生じた場合は、当該端数を切り捨てた額）を超えないこととする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第４条 規則第３条に基づく補助金の交付申請をする場合は、次に掲げる書類各１部を知

事に提出しなければならない。 

 (1) 公共建築物木造・木質化推進事業補助金交付申請書（第１号様式） 

 (2) 事業計画書（第２号様式） 

 (3) 収支予算書（第３号様式） 

 (4) その他知事が必要と認める書類 

２ 前項の申請書類を提出するに当たって、補助金の交付を受けようとする者は、当該補

助金についての仕入れに係る消費税等相当額がある場合には、これを減額して申請しな

ければならない。ただし、申請時において当該補助金についての仕入れに係る消費税等

相当額が明らかでない場合については、この限りでない。 

３ 補助金の交付を受けようとする者は、第１項第２号の事業計画書（第２号様式）につ

いて、別表２に基づき作成するものとする。 

 

（補助金の交付の決定） 

第５条 知事は、第４条第１項の書類を受理した場合において適当と認めたときは、当該

申請者に対し、補助金の交付の決定を通知するものとする。 

２ 知事は、前項の交付の決定を行うに当たっては、第４条第２項本文の規定により補助

金についての仕入れに係る消費税等相当額を減額して補助金の交付の申請がなされたも

のについては、審査の上、適当と認めたときは、当該補助金についての仕入れに係る消

費税等相当額を減額して交付の決定を行うものとする。 

３ 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認める場合には、必要な条

件を付けるものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 規則第７条第１項の規定により、補助金の交付を申請した者が申請の取り下げを
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することができる期日は、交付の決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した

日とする。 

 

（変更等の承認の申請） 

第７条 補助事業者は、事業計画書（第２号様式）に記載の内容において、別表３に定め

る変更の承認を受けようとするときは、変更等承認申請書（第４号様式）に、第５条第

１項第２号から第４号までに掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、補助事業者は当該事業を中止し、又は廃止しようとすると

きは、あらかじめ変更等承認申請書（第４号様式）を知事に提出し、承認を受けなけれ

ばならない。 

 

（知事の承認を要しない内容又は経費の配分の軽微な変更） 

第８条 規則第５条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は、別表３に定める変更以外

のものとする。 

 

（着手届） 

第９条 補助事業者は、事業に着手したときは、当該事業着手後１０日以内に着手届（第

５号様式）に工事請負契約書又は売買契約書の写し及び工事請負業者の着工届の写し

（請負工事を発注する場合に限る。）を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（事業遂行状況の報告） 

第 10 条 補助金の交付を受けた補助事業者は、補助金の交付の決定のあった年度の９月末

日における遂行状況を次に掲げる書類により、翌月の１０日までに知事に報告しなけれ

ばならない。ただし、知事が必要と認めた場合においては、随時報告を求めることがで

きるものとする。 

(1) 事業遂行状況報告書（第６号様式） 

(2) 公共建築物木造・木質化推進事業遂行状況報告（第７号様式） 

 

（翌年度にわたる工期変更の承認） 

第 11 条 補助事業者は、事業計画書に記載した工期について、翌年度にわたる工期の変更

をしようとするときは、次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。 

(1) 繰越承認申請書（第８号様式） 

(2) 事業変更計画書（第２号様式） 

(3) 収支予算書（第３号様式） 

(4) 繰越理由書（第９号様式） 

(5) 繰越額計算書（第 10号様式） 

(6) 工程表（第 11号様式） 

(7) その他知事が必要と認める書類 

２ 前項に定める事業変更計画書、収支予算書及び工程表の記載の方法については、次のと

おりとする。 

 (1) 事業変更計画書の事業費及び負担区分欄並びに収支予算書の予算額欄の記載は、年間

計画額を上段に、年度内完了予定額を中段に、繰越額を下段にそれぞれ裸書きするこ
と。 

 (2) 工程表は、繰越を必要とする工程について、当初を上段、変更を下段に適当な記号

で表示すること。 

 

（補助金の概算払） 

第 12 条 知事は、補助金の交付決定をした場合において必要と認めるときは、交付の決定
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を行った補助金額の範囲内で概算払をすることができる。 

２ 前項の規定により概算払を受けようとする補助事業者は、次に掲げる書類を知事に提

出しなければならない。 

(1) 概算払請求書（第 12 号様式） 

(2) その他知事が必要と認める書類 
 

（事業実績報告） 

第 13 条 規則第 12 条第１項に規定する実績報告書及び知事が別に定める書類は、次のと

おりとする。 

(1) 実績報告書（第 13 号様式） 

(2) 事業成績書（第２号様式） 

(3) 収支精算書（第３号様式） 

(4) 契約に関する書類の写し 

(5) 請負工事がある場合には、請負業者等からの完了届の写し及び出来高設計図書等 

(6) その他事業の実績を確認するための書類及びその写し 

２ 補助金の交付を受けた者は、事業実績報告を行うに当たって、当該補助金についての

仕入れに係る消費税等相当額を減額して報告しなければならない。 

 

（指示及び検査） 

第 14 条 知事は、補助事業者に対し、必要な指示をし、現場、帳簿等の検査を行うものと

する。 

 

（補助金の額の確定） 

第 15 条 知事は、規則第 13 条の規定により補助金の額を確定したときは、当該補助事業

者に対して通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第 16 条 補助事業者は、第 15 条の規定による補助金の額の確定の通知を受けたときは、

速やかに公共建築物木造・木質化推進事業補助金交付請求書（第 14 号様式）を知事に

提出しなければならない。 

    

（補助金の交付） 

第 17 条 知事は、第 16 条の規定による請求書の提出があった場合において、適当と認め

たときは、補助金を交付する。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 18 条 知事は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第５条第３項の規定により知事が付けた条件に違反したとき。 

(2) 第７条の規定に違反したとき。 

(3) 第 14 条の規定による知事の指示に従わなかったとき又は検査を拒み、忌避し、若

しくは妨げたとき。 

(4) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合には、知事

は、当該取り消しに係る部分に関し既に交付した補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 19 条 補助金の交付を受けた者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告に
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より当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、仕入れに係る

消費税等相当額報告書（第 15 号様式）により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、仕入れに係る消費税等相当額の全部又は一部

の返還を命ずるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第 20 条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（機械及び器具

については取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものに限る。）で、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」とい

う。）又は農林畜水産関係補助金等交付規則（昭和３１年４月３０日農林省令第１８号）

別表に定められている耐用年数に相当する期間内に、知事の承認を受けないで、補助金

の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。 

２ 知事は、補助事業者が前項の承認を受けて当該財産を処分したことにより収入があっ

た場合は、当該補助事業者に対し、その収入の一部を県に納付させることがある。 

 

（帳簿等の保管） 

第 21 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出についての証拠書類を５年間整理保管しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産であって、処分制限

期間を経過しないものについては、当該財産の取得事業名、取得価格、補助金額、取得

時期、処分制限期間、処分状況その他財産管理に必要な事項を記載した台帳を備え、か

つ、必要な書類を整備保管しておかなければならない。 

 

（その他） 

第 22 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 

 

 

  附 則 

  この要綱は、平成２４年３月３０日から施行し、平成２３年度繰越事業の補助金から適

用する。 

 

  この要綱は、平成２５年６月５日から施行する。 

 
  この要綱は、平成２７年３月２日から施行し、平成２６年度事業の補助金から適用する。 
 

 この要綱は、平成２９年４月３日から施行し、平成２９年度事業の補助金から適用する。 

 

 この要綱は、平成３０年４月２日から施行し、平成３０年度事業の補助金から適用する。 
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別表１（第２条、第３条関係） 
補助対象経費 

（事業の種類） 

事業実施主体 補助率 備考 

木

造

公

共

施

設

整

備

※ 

木造公共施設 

木製外構施設 

附帯施設 

県、市町村、地方公共団体が

出資する法人、地方公共団体

の組合及び公共建築物におけ

る木材の利用の促進に関する

法律施行令（平成 22 年 9 月 1

4 日政令第 203 号）第１条に

掲げる施設を整備する法人格

を有する者 

15％ ただし、次に掲げる項目に該当する施設については、特にモデル性

が高いもの等として補助率を 1/2 以内とする。 

①CLT を構造耐力上主要な部分に活用する建築物 

②耐火建築物又は三階建ての準耐火建築物 

③角材を活用した壁柱や重ね梁を活用した建築物 

木質内装 3.75％ ただし、木質内装部分に係る事業費に 1/2 を乗じて得た金額を超えな

いこと。 

 ※実施要領別紙１ 林業・木材産業成長産業化促進対策交付金交付対象経費の規定による経費 
 
 

別表２（第４条関係） 

事業区分 

 

事業種目 

 

工種又は区分 呼称単位 

Ａ Ｂ 

木造公共建築物の整備 

 

 

 

木造公共施設整備 

 

 

 

木造公共施設 

木質内装 

木製外構施設 

附帯施設 

棟 

 

基 

 

延べ床面積ｍ2 

延べ床面積ｍ2 

 

 

※呼称単位Ａ、Ｂは事業量の単位を示す。 

 

 

別表３（第７条、第８条関係） 

経 費 の 配 分 の 変 更 事 業 の 内 容 の 変 更 

１．補助金額の増減 

 

１．事業種目の新設、廃止 

２．事業実施主体ごとの事業量の３０％を超える増減 

 


